








Copyright (c) 2010 三井哲















































































































































































































































































































































































































































































































































































80年 6月 7,000万円 1,000万円






88年 4月 1億 2,000万円 1,500万円




















































































9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
保険収支計
一般保証 －804 －2,135 －1,277 －1,773 －2,205 －2 ,524 －1,793 －860
セーフティネット保証 － － －123 －129 －125 －213 －460
特別保証 252 －817 －2,609 －3,463 －3,399 －2,318 －1,240
－804 －1,883 －2,093 －4,504 －5,796 －6,048 －4,324 －2,560
政府出資金 182 3,298 3,365 5,988 1,698 4,038 972 3,648
信用保険準備基金残高 3,924 7,223 8,747 10,009 5,754 3,713 592 1,680
融資基金残高 7,477 7,477 7,477 7,477 7,477 7,473 7,468 6,739
（注）1． 政府出資金は，昭和40年代は50億円程度，昭和50年代は300～400億円程度，平成に入ってからは，100
～200億円程度で推移。なお，16年度の保険準備基金残高は見込み額（決算整理後に確定）。
2．平成16年度政府出資には中小企業総合事業団の高度化等勘定からの承継分2,525億円が含まれている。
（資料）中小企業庁「信用補完制度のあり方に関する政府小委員会」とりまとめについて
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⑵　リスクに応じた保証料率の設定
　2つ目は保証料率の見直しである。これまでは，中小企業が信用保証制度を利用する場合，無
担保であれば，一律1.35％の保証料を借用保証協会に支払わなくてはならなかった（有担保の場
合は1.25％）。しかし，固定的な保証料率は，経営が順調な中小企業からは，料率が高すぎると
いう不満が強く，経営状態が悪い企業でも，安易に保証が利用できるという批判があった。この
結果，経営状態の良い企業の中には，保証協会を利用しないプロパー融資を利用する企業が出て
くる一方で，リスクの高い中小企業ばかりが信用保証制度を利用するようになり，また，信用保
証を利用する中小企業の経営改善努力が阻害されかねないということである。こうした問題に対
処するために，06年4月に，借り手である中小企業のリスクを考慮した可変的な保証料率が導入
された。制度改正後の保証料率は，無担保の場合で0.5～ 2.2％の範囲で9段階に設定され，リス
クが高い企業ほど保証料率が高くなるという仕組みである。
　新制度の導入に合わせて，可変料率の導入と同じ，06年4月から経営者以外の連帯保証人が原
則不要になったこと，料率が一定の時には保証が受けられなかった企業が，高めの保証料を払え
ば借りられるようになったこと，などから，一時減少傾向にあった保証付き融資が増加に転じ
た。
⑶　経営支援・再生支援に係る体制整備
　3つ目は，経営支援・再生支援に係る体制の整備である。保証付き融資を受けた中小企業の経
営状況が悪化し，金融機関が再生支援の一環として債権放棄を行ったり，あるいは企業再生ファ
ンド等に債権を売却したりする場合，これまでは，保証協会だけが制度上の理由により再生支援
に応じることができないため（たとえば，代位弁済し，保険金を受領した案件について，求償権
を放棄することができない），事業再生の妨げとなることがあった。こうした問題を取り除くた
め，適切な再建計画が策定されている場合には，信用保証協会が求償権を放棄することができる
ようにした。また，中小企業再生ファンドへの出資が解禁されたことで，複数の金融機関が保有
する再建中の中小企業の債券を信用保証協会がまとめて譲り受け，債務調整を容易にすることが
可能になった。
　この他，担保や個人保証に過度に依存しない信用保証の推進や，信託銀行などの金融機関が中
小企業の売掛債権を買い取った場合に，金融機関がこの債権を確実に回収できるよう，売掛金の
回収を保証する制度を導入している。
⑷　中小企業金融円滑化法と信用保証
1）中小企業金融円滑化法の概要
　最後に，09年12月4日に施行された「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時
措置に関する法律（以下，中小企業金融円滑化法）」について，特に信用保証との関連でコメン
トすることにしたい。
　同法の趣旨は，資金繰りが苦しくなった中小・零細企業や，所得の減少により住宅ローンを返
信用保証協会と中小企業金融
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せなくなった個人を救済するため，借り手から申請を受けた金融機関は，できる限り返済条件の
見直しに応じるよう努めなければならない（努力義務）というものである。
　金融機関の努力義務とは，
　①　中小企業者又は住宅ローンの借り手から申込みがあった場合，できる限り，貸付条件の変
更など，債務弁済負担の軽減のための措置をとるよう努めること。
　②　金融機関は，申込みがあった場合，他の金融機関，政府系金融機関（日本政策金融公庫など），
信用保証協会，中小企業再生支援協議会などの関係機関と連携を図りつつ，できる限り適
切な措置をとるよう努めること。
とされている。
　返済条件の変更内容とは，返済猶予や金利減免，返済期間の延長，債権放棄などが対象で，金
融機関が借り手と協議して決定することになっている。そして，貸付条件変更後に貸倒れや焦げ
付きがあった場合には，信用保証協会を通じて政府による債務の肩代わりが行われることになる。
2）金融円滑化法の問題点
　中小企業金融円滑化法の最大の問題点は，政府による信用保証を過度に拡大するという点であ
る。今回の措置の対象は既存の保証制度の適用を受けていない企業に限定されているが，今まで
保証制度の適用を受けられなかった信用力の弱い企業にまで保証を拡大するということは，貸倒
れリスクを従来以上に政府が肩代わりするということになる。これは貸手である金融機関のモラ
ルハザードを強めかねないという問題がある。
　また，逆選択の問題が生じる可能性があるという指摘もある。中小企業が返済猶予を求めた場
合，その中小企業の信用力が低下するため，追加の融資を申込むことが難しくなる。自力で経営
改善できそうな企業は，それを懸念してこの制度を利用しない可能性が高い。その結果，自力で
の再建が難しい企業だけが制度を利用することになるという問題である。これらの企業は，返済
猶予期間を終了してもなお返済不能である可能性が高い。それは，税金を使って返済見込みのな
い企業を延命させるにすぎないということである。
　このほか，もし，金融庁が，融資後に返済見込みのない企業と判明しても，返済猶予を指導す
るようなことになれば，戦後50年続いた裁量的な金融行政へ逆戻りするという恐れもある。ま
た，返済猶予の対象に個人向け住宅ローンも含まれているが，これらの資産を裏付けとする証券
化商品の市場にも悪影響をもたらす危険性があるという指摘もある。
　サブプライムローン問題に端を発する景気の悪化に伴い，近年，保証貸の代位弁済比率が上昇
しているが，担保や個人保証に過度に依存しない信用保証の推進，特に連帯保証人をとらない保
証が増加したことで，回収率は明らかに低下傾向にある。こうした中で金融円滑化法が施行され
たことによって，一層の財政負担増は避けられそうにない。今後さらに新しい中小企業振興策を
策定するにあたっては，財政再建を犠牲にしてでも，そうにさらに国費を投入すべきか，それと
も，保証料率を見直して，中小企業に対してリスク見合いの負担を求めていくようにすべきか，
広く意見を求めて検討することが必要ではないかと思われる。
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おわりに
　わが国では，中小企業の資金需要を信用保証協会の保証を付けることで金融機関からの調達を
容易にし，借入企業の破綻などにより，返済できなくなった時には，保証協会が代位弁済をし，
協会への保険金の支払いという形で国費を投入して解決してきた。こうした形での金融支援は，
これまでは非常に有効なものであった。
　しかし，近年のように，財政の赤字幅が先進国の中でも突出した規模にまで膨らんでしまい，
財政再建のために，様々な施策が講じられている中では，信用保証制度だけを例外扱いすること
はできなくなっており，様々な対応を迫られている。その意味で，責任共有制度などの新しい試
みは，中小企業の振興と財政負担の軽減を両立させようとする意欲的な試みとして高く評価する
ことができる。
　なお，BIS規制の自己資本比率算定に際しては，担保付き貸出のリスク・ウェイトが100％で
あるのに対して，公的信用保証付き貸出は10％ときわめて低い水準で算定される。この意味で
金融機関にとって，大きなメリットのある貸出である。中小企業向け貸出は大企業向けに比べれ
ば信用リスクの高い貸出であるが，これまでのような保証協会任せの貸出審査という姿勢を改め，
プロパー融資と同様，しっかり貸出審査を行い，リスクをレートに反映させることができれば収
益面にも貢献する貸出である。BIS規制対策と収益の増強を同時に実現できることから，今後は
さらに積極的に取り組むことが望まれる分野である。
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